














が高く、例えば英国における 500 ユーロ札（1 ユーロが 120 円として約 6 万円）の 90% が、犯
罪者によって保有されていたという。このような世界的状況の中で、わが国の 2015 年末の硬
























る。にもかかわらずわが国では、FinTech の議論において「銀行が FinTech をいかに活用する
か」という、銀行を主体とした議論が先行しがちであることが、わが国の特殊性を示すものだと
する著者の主張には新鮮なものを感じる。「FinTech を踏まえた時、今後のわが国の金融システ
ムはどうあるべきなのか」という課題こそがもっと議論されるべきだという著者の見解は正当で
あろう。
　政策としての国の関わりについても、著者の主張は明確である。キャッシュフリー化につい
て、それが果たして「官として推進すべき政策なのか、民のイニシアチブに任せるべきではない
のか」という点である。まず、途上国か先進国かを問わず、多くの国が国策として強力に推進し
ており、また現金通貨のあり方に関わるという点からも、通貨主権を持つ国としての関与は当然
であること。さらに、キャッシュフリー決済を可能とする電子決済システムは、ネットワークの
経済性や規模の経済性と関わる分野であり、市場の失敗がつきものであることなどから、競争政
策を含む公共政策の関与が不可欠であると結論づけている。ただし、具体的なサービスのあり方
までを、官がトップダウンで構想するのは本来の姿でなく、この点は民間の活力に任せるべきで
あるとする。つまり、進みつつあるプロセスをより秩序だった姿とし、また不要な障壁を取り除
いていくことこそが公共政策として意義があるという著者の主張は、まさに妥当である。
　プリペイド式電子マネーを公的給付に活用している諸外国（米国やインド等）の例も興味深
い。わが国では、多くの給付が既に銀行口座経由で行われているため、小切手支給に伴うコスト
や交換手数料の削減という米国の事例や、そもそも銀行口座を保有することができない国民が多
数存在するインドと同様の効果を期待することはできないかもしれないが、少なくとも銀行口座
を持たない外国人労働者への給料の支払いに資するという意見があることには同意できる。この
ような声に対して、労働基準法の規制を盾にこれを認めようとしない厚生労働省の対応がいかに
本末転倒なものであるかは、多くの読者が共感するのではないか。規制があるから認められない
と処理するのでは、規制改革のための仕組みとは言えないという著者の主張は小気味よい。
　諸外国の事例の詳細な紹介も多く、資料としての価値も高い。コンパクトに全体像をつかみた
い読者には、やや煩雑な印象を与えるかもしれないが、カバーする網羅性と専門性こそが類書に
ない本書の優れた点でもあるので、まずは我慢をして通読してみることをお勧めしたい。
 （終）
